チャランケ通信　第60号　2014年4月21日
　「チャランケ」とは、アイヌ語で談判、論議の意、「アイヌ社会における秩序維持の方法で、集落相互間又は集落内の個人間に、古来の社会秩序に反する行為があった場合、その行為の発見者が違反者に対して行うもの、違反が確定すれば償いなどを行って失われた秩序・状態の回復を図った」(三省堂『大辞林』より)
 元内閣官房参与　峰崎直樹
　消費税の純増税=大衆課税強化、なのに法人減税=国民生活無視
4月1日から消費税率が5%から8%へと引き上げられた。何度も指摘してきたことだが、1989年の消費税3%での導入や1997年の3%から5%への引き上げの際には、他の間接税の廃止や所得税の減税と抱き合わせで実施されており、今回のように純増税だけというのは初めてである。その意味で歴史的な出来事であったことは間違いないものの、この増税がどのように日本経済に影響を与えるのか、注意深く見ていく必要がある。当然のことながら、日本の国家財政は深刻であり、もはや所得税などの大きな減税ができる余裕はないはずなのだ。
　ところが、安倍内閣は、所得税の減税ではなく、もう一つの基幹税である法人税の引き下げを、事もあろうにダボスの世界経済フォーラムでぶち上げ、事実上の国際公約にしてしまったのだ。今回の消費税の引き上げによって、国民から8兆円近い負担増を実施し、来年10月には更に5兆円もの引き上げという大増税も予定されているにもかかわらず、円安や公共事業による大盤振る舞いによって、大企業は空前の好景気に沸いている中での法人税減税になるわけで、国民からすれば到底認められないとんでもない筋悪の減税策なのだ。
ちなみに、今年の春闘での賃上げは、連合の調べで定昇込み2,18%となっており、消費者物価の上昇が約3,3%(消費税引き上げ分約2%と、2月の消費者物価上昇率1,3%)に届いておらず、実質賃金の低下により国民生活はますます苦しくなっているのだ。
　法人税減税には課税ベースを拡大し、税収中立こそが原則だ
法人税については、確かに世界的にも税率を引き下げる動きが先行している。とくにイギリスやドイツと言った先進国でも20%近くにまで税率を引き下げてきたものの、いずれも特別措置や減価償却などの課税ベースを拡大し、税収中立もしくは税収が返って増加するという「法人税のパラドックス」と言われる事態が生じたという。どうしてそうなるのか諸説があるようだが、法人税の引き下げを通じて所得税よりも有利な法人になる、いわゆる、「法人成り」による法人数の増加や、たまたま景気の好転によって法人税収の増加がみられた、というもののようだ。
蛇足ではあるが、小生は、2010年6月釜山で開催されたG20の財務大臣・中央銀行総裁会議に代理出席した際、「先進国だけでも法人税の引き下げ競争を止めて、ある一定の幅の中に収まるようにすべきではないか」と主張してきたのだが、今では一顧だにされていないようだ。まことに残念ではある。
法人税10%下げで、来年10月予定の消費増税2%分が消える
　法人税率の引き下げを6月に策定される骨太の方針に盛り込みたい安倍総理は、税の決定に力を持ってきた自民党税制調査会に法人税率の引き下げを要請したものの、税収に与える影響があまりにも大きいため、自民党税調幹部はすんなりと認めようとはしていない。そこで政府税制調査会に諮問をし、現在太田弘子氏を座長にして検討が加えられ審議が進められている。安倍総理は法人税率を35%から25%程度まで約10%近く引き下げたい意向のようだが、10％の引き下げで約5兆円近くの減収になる。つまり、消費税率に換算して2%分が法人税の減税に充てられようとしているのだ。来年10月からの消費税率8%から10%への引き上げは、社会保障のための財源と言われていたのだが、金に色はついていないわけで、法人税減税に見事に変身させられようとしているのだ。
　太田座長は安倍総理の意思を踏まえて、税収中立にならなくても法人税率の減税を盛り込みたい意向を示しているのだが、そう簡単には結論が出そうにはない。第一、日本の財政は毎年の税収で国債費以外の支出を賄うことができないほど税収不足になっており、その累積額は実に1,000兆円を軽く突破しているのだ。財政当局からすれば、税収減となる法人税減税は到底認められない、と反対することは言うまでもあるまい。そこを安倍総理がどのように突破していけるのか、国民感情から見ても無理難題であることは間違いない。
　国民の怒りを組織できない野党の体たらくを憂う
このような理不尽な動きに対して、残念ながら野党側の動きが見えてこない。誰が見ても国民に大増税を押し付けていながら、他方では好景気による大幅な利益が上がっている企業に法人税減税を許してはならないことはいうまでも
あるまい。国民的な反撃が組織されても良いように思われるのだが、何とも歯がゆい思いが募る。引き続き、法人税引き下げ問題の動向に注目して行きたい。
日本経済は需給ギャップ解消、完全雇用状態へ、
なのに2%のインフレ率には届かず株価も低迷へ
日本経済は、どうやら需給ギャップが解消され、特に雇用状況は完全雇用状態に入り始めたとみる専門家も出始めたようだ。先週号では、今年に入って株式市場が思わしくなく、アベノミクスに対して第三の矢と言われる成長戦略を早急に具体化するよう求める声と並んで、日銀の異次元緩和の効果として円安が一巡したことによる株価の低迷を打破するべく、更なる金融緩和策を求める声も強まりつつあることに触れた。特に、内閣支持率に直結していると言われる株価を引き上げるための施策として、公的年金基金約130兆円を、もっと株式などハイリスク・ハイリターンの資産運用に回すべきだという官邸筋の意向も強まっていることも指摘してきた。早速、公的年金の運用委員長に米沢康博早稲田大学教授を起用する方向で検討に入ったようだ。もちろん小生の立場は、その危険性に対して警鐘を乱打することにあることは言うまでもない。
田中秀明明治大学教授、GPIFの資金運用の問題点指摘、同感だ
　この点について、4月19日付朝日新聞朝刊の「私の視点」欄に田中秀明明治大学教授が、小生と全く同じ批判を加えられておられていた。田中教授は、大きく3点、①政府による市場介入になる、②リスク運用がどこまで許されるのかが不明、③責任の所在が不明確、を指摘されており、まったく同感である。特に、最後の誰が責任を取るのかという点について、厚生年金や国民年金の保険者は国であり、大臣や次官と言った政治家が責任を取るべきだろうが、この基金の運用は100年という長いスパンを展望しており(2004年改正の際に、100年後に年金基金の総額を、年金支給額の1年分残していく前提で運用していくこととされた)、今担当している年金運用の責任者は退職しているし、ましてや政治家については責任を取れる性格のものではあるまい。結果として長期運用とはだれも責任を取らない仕組みになっていることを喝破されている。だから、アメリカでは非市場性国債として別勘定にし、リスク運用をさせない仕組みにしているのだ。是非ともこの問題は国会での審議に当たって、しっかりと問題を指摘して欲しい。
　黒田総裁、需給ギャップ解消・完全雇用状態を容認、それでも
異次元金融緩和は継続ですか、出口戦略を論議すべき時では
　さて、日本経済が需給ギャップを解消しつつあることは、4月8日に記者会見した黒田日銀総裁の発言の中でも触れられている。日銀記者クラブからの質問に対して、黒田総裁は「需給ギャップは引き続き縮小しており、おそらく失業率や短観の様々なデータから見ると、ほとんどゼロに近くなっている…。…賃金・物価については、基本的に『量的・質的金融緩和』を導入した際に申し上げた通り、2年程度を念頭に置いて、できるだけ早期に2%の『物価安定の目標』を達成するという目標に向けて、着実に進行していると思っています。」(日銀公表Web「総裁記者会見要旨」8ページより)
　ということは、需給ギャップが解消され、雇用の方も今年2月のデータが完全雇用状況と言っても良い3,5%の失業率にまで低下し、おそらく直近の失業率はもっと低くなっているとみられる。現に、最近の経済欄で目立つのは「人手不足」であり、非正規雇用労働者を正規雇用に切り替えたり、人が集まらなくなったため閉店を余儀なくされるサービス企業も続出し始めている。また、建設業においては、東北の復興需要だけでなく政府の進める公共事業の大盤振る舞いによって建設労働者不足が深刻になり、入札不調が続出し政府に対して海外からの建設労働者の移入を求めるなど、今や労働力不足こそが日本経済のボトルネックとして顕在化し始めているのだ。
　このままでは悪夢のスタグフレーションへ、日本の財政・金融はどうなるのか(頭の体操として)
　問題は、デフレからの脱却として2%のインフレを目指し、現時点で1,3%程度の消費者物価上昇率にまでは来ているものの、2%にならないからと言って今まで通り異次元の金融緩和を継続したり、公共事業の拡大を継続させ続ければどんな問題が出てくるのだろうか。
絶対的な労働力不足が顕在化し始めている中で、財政規律を無視して進められている公共事業を中心に、総需要を拡大させる政策によって今後賃上げが進み、その分物価を上昇させれば実質成長率が高まることなく物価上昇が起きるという、悪夢のスタグフレーションになる以外にない。(ここから先は、頭の体操として考えたものではあるが、皆様方にもよく考えて欲しい問題である。)
そこで一番気を付けなければならないのは、金利上昇による国債価格の暴落であり、当然のこととして政府は金利上昇を抑え続けなければ予算編成が困難となり、財政破たんの悪夢が顕在化する。財政破たんを防ぐためには、日銀による強引な手法(市場の力を無視して)でもって大量の国債を買い続ける以外にない。場合によっては、財政破たんを防ぐために国債の日銀引き受けすらやらざるを得なくなることも在り得る。つまり日銀の金融政策が日銀の独立性を放棄して、国の財政政策に従属させられることになる。それを拒否することはなかなか困難であろう。
　一方、今国債を多く持っている金融機関にとっては、暴落した国債をいかに早く売却していくのかが大問題になる。そうなれば、売りが拡大し、ますます国債価格が暴落して行くため、金融機関にとっては国債を手放さざるを得なくなることは必至だ。
日銀にとって、インフレターゲットの2%の物価上昇率に拘泥しているうちに、長期金利がそれ以上に上昇し始めたとき、政府発行済みの国債を金融機関に買わせて流動性を吸収していくことは出来なくなる。さらに、政府が発行する大量の国債を金融機関は買わなくなるわけで、日銀の直接引き受けの道へと突き進まざるを得なくなるのではなかろうか。
もちろん、政府が財政規律を維持することが必要であることは言うまでもないのだが、今の安倍政権には(というより、どんな政権でもと言い換えても良さそうだ)、いとも簡単に補正予算で財政規律を崩してしまっていることを見失ってはなるまい。この点の動向も、今後の注目すべきポイントの一つではあるが、選挙を控えた政治家のやることに対して懐疑的に見ざるを得ない。
黒田総裁、異次元緩和の「出口戦略」論議を開始すべき時では
今の時点は、異次元の金融緩和を継続(拡大)していくべきなのか、それとも、縮小していくべき時なのか、大きな分岐点であるように思えてならない。もちろん、総裁が指摘する需給ギャップが無くなったのが、消費税の引き上げ前の駆け込み需要によるもので、早晩元に戻ってしまうのか、どうかの見極めも必要だろうが、問われているのは「日銀の異次元緩和からの出口戦略」なのだ。まだそれを言い出すには早すぎるのではなく、今、まさに責任を持った出口戦略が必要になっているのだ。
すでに、3月19日日銀の佐藤健裕審議委員がアメリカで講演し、デフレ脱却後にも日銀が長期金利上昇を抑えるために国債購入を止められなくなる恐れを指摘しており、「出口論議」が日銀内でも展開され始めていることを予感させている。
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